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※実施日　　令和　6年　2　月　　日

現状と課題 重点目標 具体的方策 達成度 学校関係者からの意見・要望・評価等

 組織運営

〇全教職員で目指す学校像を共有
し、「学力向上、外国籍生徒支
援、不登校生徒支援」という学校
重点課題の解決にあたる気持ちの
醸成を図る。

〇学校経営方針を各所にリンク、
浸透させ、学校課題解決のための
手立てを教職員の自己評価シート
に明記させ、取り組ませる。

Ｂ ・特になし

□生徒指導、教育相談、特別支
援、通級指導教室、日本語指導
等、全ての教職員が一丸となって
教育活動に参画する教職員集団を
つくる。

□管理職が率先して情報の収集や
個別の対応、支援方針の確認にあ
たり、適材・適所として教職員が
それぞれの立場で取り組めるよう
にする。

Ａ ・特になし

◇不登校等、様々な課題がある生
徒について、関係機関との連携強
化等をもとに、本人、家庭、学
校、地域が協力して自己決定実現
とそれぞれのニーズに応じた支援
100％を実現する。

◇専門機関や外部機関と連携を強
化し、個に応じた適切な対応をす
る。

Ｂ ・校長から依頼があった、不登校生徒の学
習支援や日本語指導のボランティアについ
ては、地域に働きかけてみたがこの時代無
償では難しいこと、引き続き市教委へはた
らきかけていくことが望ましいとご意見を
頂戴した。

 教育課程

〇ポストコロナに対応した教育計
画を、常にPDCAの視点で適切に見
直す。

〇計画的な教室訪問や授業観察を
行い、学校課題解決への取組状況
の把握、情報提供等、教職員を支
援する。

Ｂ ・特になし

□本校の教育課題解決に向けた教
育活動を実践する。

□各分掌主任を活かし、生徒の安
心・安全を第一に、ポストコロナ
に対応した適切な教育活動と状況
に応じた対応を精査、検討し具体
的に指示・展開する。

Ｂ ・授業数確保は大変だが、全校集会等を計
画的に行い、子供たちの心に訴える道徳的
心情が育つような講話の機会をもってはど
うか、というご意見を頂戴した。

◇ ◇ ・

 開かれた学校づくり

〇地域の子供たちのために家庭・
地域との連携体制の構築により、
保護者・地域に愛され、地域と一
体となった学校づくりを推進す
る。

〇地域の小・中学校との小中連携
を推進し、学習指導、生徒指導連
携を密にし、学校課題解決にあた
る。

Ｂ ・小・中連携は先生方だけでなく、保護者
も必要である。情報が入らない外国籍生徒
の保護者のために、これからもできること
があるので日本語の困難度等共有して欲し
い、というご意見もいただいた。

【別紙】　令和5年度　学校 自 己 評 価 重 点 目 標 シ ー ト　（川口市立仲町中学校）
※学校関係者評価実施日とは、学校関係者
評価委員会を開催し、学校自己評価を踏ま
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学校教育目標 『光る汗』『豊かな心』『拓く夢』 達
成
度

 ほぼ達成（８割以上）

 概ね達成（６割以上）

目指す学校像
笑顔と規律と彩りのある学校　～知・徳・体のバランスのとれた教育活動を通して、保護者・地域に信頼さ
れ、夢や希望を語り、一人一人の笑顔が輝く学校～

 変化の兆し（４割以上）

 不十分（４割未満）

学　　　　　校　　　　　自　　　　　己　　　　　評　　　　　価

領　　域
年　　　　　度　　　　　目　　　　　標 年　　度　　評　　価　（ 令和　6年　１月　２９日　現在 ）

重点目標の達成状況 次年度への課題と改善策

〇学力向上について、県学調
では一定の成果がみられた。
「目指す学校像」について機
を捉え、広く広報し、組織で
の課題解決にあたった。

□管理職もフットワークよく
教職員と共に、様々な対応に
ついて取り組み、教職員に範
を示し、対応スキルを習得さ
せ、人材育成に努めた。

◇生徒一人一人の課題を洗い
出しながら、関係各課と情報
交換や連携を密に行った。し
かし、支援率100％には至ら
なかった。

〇毎日、子供たちや教室の様
子を確認し、教職員と継続的
に実態把握、情報共有、支援
にあたった。

□ポストコロナ、新たな教育
課程編成について、行事の在
り方や授業時数について精
査・検討を繰り返し行い、改
善した。

◇

〇夏季研修や授業参観等、生
徒指導、教育相談、引き取り
訓練、日本語指導、教育課程
編成等について常に情報共有
し、協同的な活動ができた。

目指す学校像を具現化す
るための組織運営がバラ
ンスよく行われるための
組織づくりを見直し、学
力向上、外国籍生徒支
援、不登校生徒支援をは
じめとした学校の重点課
題解決のための学校運営
を進めていくことが求め
られている。

ポストコロナの時代とな
り、今までの教育活動や
学校行事を段階的に精査
し、かつ効率的で効果的
な教育活動の見直しが求
められている。

昨年度まで、コロナ禍の
中で地域との連携が一時
的に遮断されていたの
で、あらたな家庭・地域
との連携体制を構築して
いくことが求められてい
る。

外国籍生徒の増加に伴う
多文化共生の学校づくり
も課題となっている。

次年度も学校重点課題につい
て、学校課題研究を通して一
層成果をあげられるよう継続
して取り組む。特に不登校に
ついては、新たな出現を防げ
るよう、温かい雰囲気を学校
経営の基盤とし、教職員とと
もに家庭・地域と更に一丸と
なって取り組んでいく。ま
た、不登校生徒への学習支
援、進路指導がポイントであ
り、更なる工夫・改善にあた
りたい。

（12月末現在不登校生徒数14
名　前年度14名同数）

教育課程が大きく変更となる
過渡期であるので、教務主任
を中心に、更なる学校行事の
精査、検討、授業時間の確保
等、他校と情報交換を密にし
ながら、計画的に改善・調整
を行っていく。

更なる地域の小・中学校との
連携を密にし、情報共有、連
絡・調整に努める。次年度は
地区の校長会、事務の共同実
施だけではなく、生徒指導担
当の連携会議を実施し、継続
的に子供たちの指導に役立つ
情報共有や、不登校支援等、
学校課題解決の一助となるよ
う取り組んでいく。



□外国籍生徒の支援体制の構築
と、地区小・中学校との連携を推
進する。

□学校だより、学校ＨＰ、一斉
メール等、開かれた学校として家
庭や地域に積極的に情報を発信す
る。

Ａ ・学校HPは、写真がポイントであろう。限
定ログインできるページもあってよいので
はないか。というご意見をいただいた。

◇家庭・地域と一体化した取組を
実施する。

◇学校経営方針具現化にむけて、
三者会議や学校運営協議会、ＰＴ
Ａ等が協働的活動を実施する。

Ｂ ・次年度は本校創立７０周年の準備の年で
あるので、機を捉え、皆で検討していく。

 教職員の資質向上

〇目指す学校像をキーワードとし
て、生徒・保護者・地域から信頼
され、やりがいと誇りをもって仕
事にあたる、一人一人の笑顔が輝
く教職員育成を実現する。

〇初任者、若手、ベテラン等、個
に応じた声を丁寧にかけながら風
通しの良い学校経営を行う。研修
を充実させ、教職員が笑顔で、自
己肯定感を高め、やりがいを感じ
られるよう支援する。

Ａ ・特になし

□教職員不祥事根絶、職員事故ゼ
ロを実現する。

□職員集会や打ち合わせ時に教職
員事故防止に向けた具体的な事例
を示し、教職員一人一人が「自分
ごととして捉える」「使命感と誇
り」をもたせる指導・助言を行
う。

Ｂ ・特になし

◇更なる業務改善の見直しを図
る。

◇負担軽減委員会を運営委員会に
位置付け、業務改善にあたり、負
担軽減を図る。

Ｂ ・教職員の確保や未配置問題をみると、今
後も、部活動をはじめとする時程の変更や
教職員の業務の確認は必要であろう。

 施設・設備等の管理

〇学校施設、設備の適切管理で事
故ゼロとし、安心・安全な教育環
境を維持する。

〇不審者対応、地震等、非常災害
発生を常に念頭に置き、緊急性・
危険性のある箇所等を見極め、適
切迅速に対応する。

Ａ ・震災や非常災害など、日頃からの備えが
重要である。子供たちだけでなく、地域も
避難所開設の会議をその機会とし、今後も
継続して行う。

□特別教室を中心とした準備室の
整備を行い、刃物等危険物の扱い
や管理を徹底する。

□課題点を挙げ、危険物の持ち出
し防止や適切な個数管理など、継
続的な実施の見届けを行う。

Ｂ ・特になし

◇GIGA端末をはじめ、情報機器等
の計画的な整備管理を行う。

◇GIGA端末を含む各情報機器等の
適切な管理のためのシステムを見
直し、見届けを行う。

Ｂ ・端末の破損対応、容量の不足が学習面に
影響していると考える。今後も市教委に更
なる働きかけをして欲しい。というご要望
をいただいた。

〇初めて外部指導者を招き、
不審者対応避難訓練を実施し
た。震災時等、より実践的な
避難訓練の在り方を見直し、
改善点を見出した。

□特別教室の備品管理につい
て、市教委に指導をいただき
ながら、適切な管理のための
改善を行った。

◇全職員で夏休み前に施設設
備の安全確認、職員作業を
行った。

□学校HPを1日1回更新し、写
真を活用しながら最新の情報
提供を行った結果、子供たち
はもちろん、保護者や地域の
方々からメッセージが届い
た。
◇学校運営協議会、三者会議
等、計画的に実施した。本校
の教育活動や、学校経営につ
いてご助言をいただいた。

〇日々、教職員とコミュニ
ケーションをとりながら、丁
寧に向き合い、気持ちを支え
ながら個々の力を発揮できる
組織作りを行った。

□様々な機会に、最新の情報
やなぜそのような事故が発生
したか、自身の過去の経験等
について話題にし、年間を通
じて意識付けを行った。

◇業務改善委員会にて、ボト
ムアップで検討する機会を設
けた。（80時間超4月のみ1名
時間外勤務月平均約30h）

昨年度まで、コロナ禍の
中で地域との連携が一時
的に遮断されていたの
で、あらたな家庭・地域
との連携体制を構築して
いくことが求められてい
る。

外国籍生徒の増加に伴う
多文化共生の学校づくり
も課題となっている。

経験に応じた教職員の育
成
とともに、授業力の向上
（授業スタイルの工夫改
善やGIGA端末の効果的な
活用など）が求められて
いる。

また、全県をあげて、教
育公務員として、教職員
不祥事根絶、教職員事故
ゼロへの取組が求められ
ている。

不審者対応、非常災害を
含めた安心・安全のため
の施設・設備管理と事故
防止の徹底が求められて
いる。

また、GIGA端末をはじ
め、情報機器等の計画的
な整備管理が重要であ
る。

更なる地域の小・中学校との
連携を密にし、情報共有、連
絡・調整に努める。次年度は
地区の校長会、事務の共同実
施だけではなく、生徒指導担
当の連携会議を実施し、継続
的に子供たちの指導に役立つ
情報共有や、不登校支援等、
学校課題解決の一助となるよ
う取り組んでいく。

教育課程の変更等、上手に時
間を生み出しながら、今後も
教職員がワークライフバラン
スや負担感の軽減、やりがい
や意欲を高められるよう、全
力で支援していく。

不審者対応や、地震等による
非常災害時を想定し、日頃か
ら生徒が自らの安全を第一に
考えて、具体的に何に注意
し、どう行動しなければいけ
ないか再度認識させる。教職
員には更に高いレベルの危機
管理意識をもたせ、子供たち
の命を守る災害対応訓練に取
り組む。
また、特別教室の備品管理は
何がどこにいくつあるかが課
題であるので、後回しにせ
ず、廃棄計画も含め、見通し
をもって確実に取り組む。


